
　

令
和
元
年
度
の
決
算
は
、
歳
入
が
２
７
１
億

２
，０
０
０
万
円
、
歳
出
が
２
５
５
億
４
，０

０
０
万
円
、
差
引
額
が
15
億
８
，０
０
０
万
円

で
し
た
。
単
年
度
で
は
完
成
し
な
い
復
旧
・
復

興
事
業
な
ど
を
、
翌
年
度
で
も
実
施
す
る
た
め

に
繰
り
越
し
た
財
源
を
除
い
た
実
質
収
支
は
７

億
７
，３
０
０
万
円
の
黒
字
に
な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計

一
般
会
計

　

市
の
会
計
は
、
一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
企
業
会
計
の
３
種
類
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

「
一
般
会
計
」は
、
市
の
基
本
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
関
わ
る
会
計
、 「
特
別
会
計
」は
、

保
険
料
や
利
用
料
な
ど
の
収
入
で
運
営
す
る
事
業
の
会
計
、「
企
業
会
計
」は
、
民
間

企
業
と
同
じ
考
え
方
に
基
づ
い
て
会
計
処
理
を
行
う
会
計
の
こ
と
で
す
。
各
会
計
の

令
和
元
年
度
の
決
算
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

決
算
概
要
報
告

決
算
概
要
報
告

令
和
元
年
度

令
和
元
年
度

　

令
和
元
年
度
は
、
第
５
次
長
期
総
合
計
画
の

「
総
仕
上
げ
」と
次
期
計
画
へ
の「
架
け
橋
」と
し

て
、「
お
い
し
さ
と
笑
顔
が
つ
ど
う
み
な
と
ま

ち
塩
竈
」の
実
現
と「
復
興
ま
ち
づ
く
り
の
総
仕

上
げ
」と
い
う
目
標
達
成
に
向
け
て
取
り
組
ん

だ
年
度
で
し
た
。

　

人
口
減
少
の
抑
制
と
ま
ち
の
活
力
再
生
に
向

け
、
定
住
促
進
と
地
域
活
性
化
の
た
め
の「
子

育
て
・
三
世
代
同
居
近
居
住
宅
取
得
支
援
事

業
」、
小
規
模
事
業
者
の
持
続
的
発
展
を
促
進

す
る
た
め
の「
小
規
模
事
業
者
サ
ポ
ー
ト
事
業
」

を
継
続
す
る
な
ど
の
取
り
組
み
を
行
い
ま
し
た
。

　

ま
た
、
心
身
の
ケ
ア
や
災
害
公
営
住
宅
に
お

け
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
な
ど
を
支
援
す
る

「
被
災
者
支
援
総
合
事
業
」や
浦
戸
地
区
復
興
の

た
め
の「
漁
業
集
落
防
災
機
能
強
化
事
業
」な
ど
、

復
興
の
達
成
へ
の
取
り
組
み
を
行
い
ま
し
た
。

酒
え
も
ん

―

歳
入

　

歳
入
決
算
額
は
、
２
７
１
億
２
，０
０
０
万

円
で
前
年
度
よ
り
17
億
５
，６
０
０
万
円
の
増

に
な
り
ま
し
た
。
主
な
内
容
と
し
て
は
、
復

旧
・
復
興
事
業
の
進
ち
ょ
く
に
よ
り
震
災
復
興

特
別
交
付
税
が
増
加
し
、
地
方
交
付
税
が
12
億

３
，２
０
０
万
円
の
増
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
に

よ
る
も
の
で
す
。

　

市
税
で
は
、
固
定
資
産
税
で
新
築
・
増
築
件

数
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
１
，４
０
０
万
円
増

の
58
億
１
，２
０
０
万
円
に
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
は
、
国
県
支
出
金
や
地
方
交
付
税
な
ど

の
依
存
財
源
に
頼
る
状
況
に
あ
る
た
め
、
今
後

も
、
市
税
を
は
じ
め
と
し
た
自
主
財
源
の
さ
ら

な
る
確
保
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

―

歳
出

　

歳
出
決
算
額
は
、
２
５
５
億
４
，０
０
０
万

円
で
前
年
度
よ
り
12
億
２
，０
０
０
万
円
の
増

に
な
り
ま
し
た
。
主
な
内
容
と
し
て
は
、
東
日

本
大
震
災
関
連
事
業
の
完
成
に
向
け
た
規
模
縮

小
に
伴
い
、
災
害
復
旧
費
で
５
億
１
，３
０
０

万
円
の
減
と
な
っ
た
一
方
で
、
民
生
費
で
施
設

型
給
付
費
等
支
給
事
業
や
生
活
保
護
医
療
扶
助

費
の
増
に
よ
り
、
６
億
２
，１
０
０
万
円
の
増

に
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。
震
災

後
10
年
を
目
前
と
し
、
震
災
関
連
事
業
か
ら
通

常
事
業
へ
シ
フ
ト
し
て
い
く「
架
け
橋
」と
な
る

決
算
に
な
り
ま
し
た
。

271億2,000万円
前年比17億5,600万円（6.9％）増歳入255億4,000万円

前年比12億2,000万円（5.0％）増歳出
一般会計の決算

自主財源
［市　税］市民税や固定資産税など市に納められた税金
［諸収入］貸付金の返済など
［繰入金］東日本大震災復興交付金基金からの繰入など
［繰越金］前年度からの繰越金
［そのほか］使用料や手数料など
依存財源
［国県支出金］国・県が必要と認めた事業に対し配分されるお金
［地方交付税］人口や税収などに応じて国から配分されるお金
［市　債］施設を造るときなどに借りるお金
［そのほか］国から交付される譲与税など

［民生費］高齢者福祉や子育て支援、生活保護など福祉事
業の経費

［土木費］住宅施設や道路整備などの経費
［公債費］借りたお金や利子の返済の経費
［総務費］市税の計算、行革など行政の総合的な運営にか

かる経費
［教育費］学校教育や生涯学習の経費
［災害復旧費］道路や漁港などの復旧の経費
［農林水産業費］農業や水産業振興などの経費
［そのほか］防災、商工振興、保健などの経費

特 集

市税
58億1,200万円
   （21.4%）

市税
58億1,200万円
   （21.4%）

依
存
財
源

国県支出金
50億4,200万円
（18.6%）

国県支出金
50億4,200万円
（18.6%）

民生費
80億8,500万円
（31.7%）

民生費
80億8,500万円
（31.7%）

土木費
37億6,400万円
（14.7%）

土木費
37億6,400万円
（14.7%）

農林水産業費
10億1,600万円
（4.0%）

農林水産業費
10億1,600万円
（4.0%）

総務費
29億700万円（11.4%）
総務費
29億700万円（11.4%）

公債費
30億3,700万円
       （11.9%）

公債費
30億3,700万円
       （11.9%）

教育費
22億5,600万円
（8.8%）

教育費
22億5,600万円
（8.8%）

災害復旧費
8億9,000万円
（3.5%）

災害復旧費
8億9,000万円
（3.5%）

そのほか
35億8,500万円（14.0%）
そのほか
35億8,500万円（14.0%）

地方交付税
71億8,400万円
　　　（26.5%）

地方交付税
71億8,400万円
　　　（26.5%）

市債
27億3,000万円
（10.1%）

市債
27億3,000万円
（10.1%）

そのほか
12億4,300万円（4.6%）
そのほか
12億4,300万円（4.6%）

諸収入
9億8,300万円
（3.6%）

諸収入
9億8,300万円
（3.6%）

そのほか
7億1,000万円（2.6%）
そのほか
7億1,000万円（2.6%）

繰入金
27億9,900万円
（10.3%）

繰入金
27億9,900万円
（10.3%）

繰越金
6億1,700万円（2.3%）
繰越金
6億1,700万円（2.3%）

自
主
財
源
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一
般
会
計
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
は

財
政
課
財
政
係
☎
３
５
５
ー
５
８
１
４

　
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
指

標
の「
実
質
公
債
費
比
率
」っ
て

何
だ
ろ
う
？

　
借
入
金（
地
方
債
）の
返
済
額

（
公
債
費
）が
、
市
の
財
政
規
模

に
占
め
る
割
合
の
こ
と
よ
。

　
前
年
度
に
比
べ
て
減
っ
て
い

る
け
ど
、
こ
れ
は
公
債
費
が
減

っ
て
い
る
と
い
う
こ
と
だ
よ

ね
？

　
そ
う
ね
。
塩
竈
市
は
、
地
方

債
の
残
高
も
減
っ
て
き
て
い
て
、

単
年
度
あ
た
り
の
公
債
費
も
減

っ
て
き
て
い
る
の
よ
。

　
今
後
は
、
こ
の
数
値
は
減
っ

て
い
く
の
か
な
？

　
そ
れ
は
一
概
に
は
言
え
な
い

わ
。
地
方
債
は
通
常
最
初
の
数

年
は
利
息
の
み
の
支
払
い
で
、

そ
の
後
、
元
金
の
支
払
い
が
始

ま
る
か
ら
、
地
方
債
を
多
く
発

行
す
る
よ
う
な
事
業
が
あ
る
と
、

そ
の
何
年
か
後
に
公
債
費
が
大

き
く
増
え
て
し
ま
う
可
能
性
が

あ
る
の
。

　
地
方
債
発
行
と
公
債
費
の
バ

ラ
ン
ス
を
考
え
る
こ
と
が
大
切

よ
。

塩
子
と
釜
男
も
気
に
な
る

「
実
質
公
債
費
比
率
」の
は
な
し

令和元年度の主な事業
ふるさとしおがま復興基金積立金
東日本大震災復興交付金基金積立金
子ども医療費助成事業
藤倉児童館及び放課後児童クラブ指定管理運営事業
海岸通子育て支援施設整備事業
プレミアム付商品券事業
津波被災住宅再建支援事業
被災者見守り・相談支援事業
桂島地区漁業集落防災機能強化事業
野々島地区漁業集落防災機能強化事業
新浜地区漁業集落防災機能強化事業
海岸通地区震災復興市街地再開発事業
西塩釜駅自由通路エレベーター整備事業
子育て・三世代同居近居住宅取得支援事業
中学校長寿命化改良事業
小中学校空調整備事業
スポーツ施設整備事業
漁港施設災害復旧費
公共駐車場取得事業
塩竈水産品ＩＣＴ化事業
小規模事業者サポート事業

3億1,900万円
1億6,400万円
1億7,600万円
1億2,600万円
6,600万円
5,000万円
3,500万円
1,100万円

2億5,100万円
1億1,200万円
6,400万円

1億2,200万円
9,400万円
2,500万円
4億500万円

3億円
4,000万円

8億8,800万円
1億9,400万円

900万円
200万円

総　務　費

民　生　費

農林水産業費

土　木　費

教　育　費

災害復旧費
そ の ほ か

※1 財政健全化計画を立て、自主的な改善努力が必要となる基準
※2 財政再生計画を立て、国の関与を受け確実な再生が必要となる基準

黒字

黒字

7.7%

-

黒字

黒字

6.2%

-

13.03%

18.03%

25%

350%

20%

30%

35%

なし

実質赤字比率 (一般会計などの赤字を示す指標)

連結実質赤字比率 (全会計の赤字を示す指標)

実質公債費比率 (借入金の返済費用の割合を示す指標)

将来負担比率 (一般会計などが将来負担すべき負債の割合を示す指標)

健全化判断比率 平成30年度 令和元年度 早期健全化基準 ※1 財政再生基準 ※2

財政の健全化に関する指標
　４指標とも早期健全化基準以下でした。「実質公債費比率」は地方債発行の抑制による公債費の減少などに
より数値が改善しました。

総務費
54,038円

民生費
150,293円

土木費
69,969円

教育費
41,937円

消防費
13,310円

衛生費
30,579円

255億4,000万円
(一般会計歳出決算額)

人口53,795人
(R2.3.31現在)

人
口
と
歳
出
決
算
額

内
　
訳

農林水産費
18,887円

そのほか
(公債費･災害
復旧費など)
95,752円

海岸通地区震災復興市街地再開発事業

海岸通子育て支援施設整備事業

釜男塩子釜男塩子釜男塩子
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昨
年
度
に
引
き
続
き
、
令
和
元
年
度
の
決
算

は
、
10
会
計
す
べ
て
が
収
支
均
衡
以
上
と
な
り

ま
し
た
。
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
金
は
、
復
興

事
業
の
進
ち
ょ
く
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
よ
り

２
億
５
，２
０
０
万
円
増
え
、
39
億
４
，１
０

０
万
円
に
な
り
ま
し
た
。
今
後
も
、
安
定
的
な

財
政
運
営
を
図
り
、
健
全
化
に
努
め
ま
す
。

特
別
会
計
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
は

財
政
課
財
政
係
☎
３
５
５
ー
５
８
１
４

特
別
会
計

特
別
会
計

交通事業
国民健康保険事業
魚市場事業
下水道事業
漁業集落排水事業
公共用地先行取得事業
介護保険事業
後期高齢者医療事業
北浜地区復興土地区画整理事業
藤倉地区復興土地区画整理事業
　　　　合　　計

1億9,600万円
59億8,900万円
1億6,200万円
65億900万円
1億2,900万円
6,700万円

55億3,600万円
7億200万円
2億6,600万円
1,400万円

195億7,000万円

7,800万円
4億1,100万円
7,200万円

21億1,700万円
2,200万円
6,700万円

7億9,000万円
1億6,900万円
2億1,500万円

－
39億4,100万円

1億9,600万円
59億5,500万円
1億6,200万円
59億9,500万円
1億1,000万円
6,700万円

55億3,500万円
6億9,800万円
1億1,100万円
1,400万円

188億4,300万円

事　　業 歳入決算額 歳出決算額歳入のうち一般
会計からの繰入金

ま
ぐ
介

配水管敷設替工事(海岸通地区)

水
道
会
計
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
は

水
道
部
業
務
課
☎
３
６
４
ー
１
４
１
５

水
道
会
計

水
道
会
計

収
益
的
収
支（
税
抜
）グ
ラ
フ
①　

　

収
入
は
15
億
４
，８
３
９
万
円
、
支
出
は

12
億
９
，３
９
７
万
円
で
、
２
億
５
，４
４
２

万
円
の
黒
字
が
生
じ
ま
し
た
。

資
本
的
収
支（
税
込
）グ
ラ
フ
②　

　

収
入
は
６
億
２
，９
６
９
万
円
、
支
出
は

10
億
１
，０
５
６
万
円
で
、
３
億
８
，０
８
７

万
円
の
資
金
不
足
が
生
じ
ま
し
た
が
、
留
保

資
金
な
ど
で
補
て
ん
し
ま
し
た
。

利
益
剰
余
金　

　

令
和
元
年
度
水
道
事
業
決
算
で
は
利
益
剰

余
金
が
17
億
６
，３
８
２
万
円
に
な
り
ま
し

た
。

災
害
に
強
い
水
道
の
整
備

　

水
道
施
設
の
災
害
復
旧
工
事
と
し
て
、
平

成
30
年
度
の
繰
越
事
業
で
海
岸
通（
３
路
線
）、

藤
倉
一
丁
目
、
新
浜
町
一
・
三
丁
目
、
桂
島

地
区
の
６
路
線（
延
長
２
，１
６
６・４
㍍
）、

令
和
元
年
度
事
業
で
海
岸
通
地
区
の
１
路
線

（
延
長
87
・
２
㍍
）の
配
水
管
敷
設
替
工
事
を

行
い
ま
し
た
。

　

ま
た
、
安
全
安
心
な
給
水
を
図
る
た
め
の

第
７
次
配
水
管
整
備
事
業
と
し
て
、
字
庚
塚

（
２
路
線
）、
多
賀
城
市
下
馬
四
丁
目
、
母
子

沢
町
地
区
の
４
路
線（
延
長
１
，０
６
１・
０

㍍
）の
配
水
管
敷
設
替
工
事
を
行
い
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
第
２
次
老
朽
管
更
新
事
業
と
し

て
、
権
現
堂
お
よ
び
梅
の
宮
地
区
の
２
路
線

（
延
長
１
６
５・
７
㍍
）の
配
水
管
敷
設
替
工

事
を
行
い
、
災
害
に
強
い
水
道
管
路
の
構
築

を
図
り
ま
し
た
。

　

電
気
計
装
類
更
新
事
業
と
し
て
、
梅
の

宮
浄
水
場
お
よ
び
各
配
水
池
の
電
気
計
装

の
老
朽
化
に
伴
う
電
気
設
備
等
更
新
工
事

を
進
め
て
い
ま
す
。
４
カ
年
事
業
の
２
カ

年
目
と
な
る
令
和
元
年
度
は
自
家
発
電
装

置
、
受
電
盤
、
配
電
盤
な
ど
の
製
作
が
完

了
し
ま
し
た
。

　

今
後
も
健
康
で
豊
か
な
生
活
環
境
を
支

え
る
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
で
あ
る
水
道
の
安
定

供
給
の
た
め
、
水
道
施
設
の
耐
震
化
や
老

朽
化
し
た
施
設
の
更
新
に
努
め
ま
す
。

シ
オ
ン
ち
ゃ
ん

電
気
計
装
設
備
の
更
新

特 集

補てん財源
38,087

そのほか 7,370 国庫補助金など
25,989

企業債
29,610

災害復旧事業費
25,123

第2次老朽管
更新事業費
3,754

第7次配水管
整備事業費
10,707

水道改良費
10,100

企業債
償還金
34,003

（単位：万円）

収入計
62,969

支出計
101,056

電気計装類更新
事業費 17,369

水道料金
136,762

そのほか
18,077

減価償却
費など
37,797

維持管理費
24,763

人件費 22,005

そのほか
24,808

（単位：万円）

当年度純利益
25,442

収入計
154,839

支出計
129,397

受水費
20,024

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

水
道
水
を
作
り
、
給
水
す
る
た
め
に
必
要
な

経
費
と
財
源

水
道
施
設
の
建
設
や
水
道
管
な
ど
の
更
新
に

必
要
な
経
費
と
財
源

グ
ラ
フ
①

グ
ラ
フ
②
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病
院
会
計
に
関
す
る
問
い
合
わ
せ
は

市
立
病
院
業
務
課
経
理
係
☎
３
６
４
ー
５
５
２
１

収益的･資本的収支　前年度比較 収
益
的
収
支（
税
抜
）表
①　

　

収
入
総
額
28
億
１
，１
４
９
万
円
、
支
出
総

額
28
億
１
，０
４
０
万
円
と
な
り
、
損
益
は
１

０
９
万
円
の
純
利
益
と
な
り
ま
し
た
。

資
本
的
収
支（
税
込
）表
②　

　

収
入
総
額
９
，４
５
９
万
円
、
支
出
総
額
１

億
５
，０
４
７
万
円
と
な
り
、
不
足
額
５
，５
８

８
万
円
は
留
保
資
金
で
補
て
ん
し
ま
し
た
。

病
院
会
計

病
院
会
計

資本的収支 (設備投資) （単位 ： 万円）

9,459

5,779

3,680

0
15,047
4,111
10,286

650

△5,588

総収入 Ａ 
   一般会計からの
   負担金・補助金
   企業債・
　長期借入金
   国県補助金など
総支出 Ｂ 
   建設改良費
   企業債償還金
   長期借入金
　償還金
差　引 
Ａ－Ｂ

9,734

5,614

4,120

0
15,215
4,607
9,958

650

△5,481

△275

165

△440

0
△168
△496
328

0

△107

元年度 30年度 前年差

収益的収支 (事業運営費)

総収益 ① 

   医業収益

   医業外収益

   特別利益

総費用 ② 

   医業費用

   医業外費用

   特別損失

当年度純利益
 　　 ①－②

292,208

239,131

53,068

9

292,097

285,795

6,082

220

111

△11,059

7,784

△18,873

30

△11,057

△12,251

704

490

△2

30年度
281,149

246,915

34,195

39

281,040

273,544

6,786

710

109

元年度 前年差
（単位 ： 万円）

藻
し
お
姫

新
改
革
プ
ラ
ン
目
標
の
達
成
状
況

医
療
機
器
整
備
と
施
設
改
良
事
業

地
域
に
貢
献
す
る
病
院
と
し
て

　

診
療
の
効
率
化
を
図
る
た
め
、
医
療
機
器

を
整
備
し
た
ほ
か
、
快
適
な
療
養
環
境
を
提

供
す
る
た
め
施
設
改
良
を
行
い
ま
し
た
。
主

な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

医
療
機
器
整
備
事
業

　

超
音
波
画
像
診
断
装
置
、
３
次
元
眼
底

像
撮
影
装
置
、
内
視
鏡
画
像
フ
ァ
イ
リ
ン

グ
シ
ス
テ
ム
、
マ
ン
モ
グ
ラ
フ
ィ
ー
ワ
ー

ク
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
を
更
新
し
ま
し
た
。

施
設
改
良
事
業

　

５
階
病
棟
ナ
ー
ス
コ
ー
ル
更
新
工
事
、

放
射
線
科
検
査
室
空
調
更
新
工
事
、
ト
イ

レ
改
修
工
事
を
実
施
し
ま
し
た
。

認
知
症
初
期
集
中
支
援
事
業

　

認
知
症
が
疑
わ
れ
る
方
の
早
期
診
断
、

早
期
対
応
に
向
け
た
支
援
チ
ー
ム
に
医
師

お
よ
び
看
護
師
を
派
遣

健
康
づ
く
り
サ
ー
ク
ル
サ
ポ
ー
ト
事
業

　

市
民
向
け
講
座
と
し
て
、
公
民
館
で
理

学
療
法
士
に
よ
る
講
座
を
開
催
し
ま
し
た
。

公
開
セ
ミ
ナ
ー

　

ど
な
た
で
も
参
加
で
き
る
講
座
を
開
催

し
、
医
師
お
よ
び
医
療
ス
タ
ッ
フ
が
身
近

な
病
気
に
関
す
る
情
報
を
発
信
し
ま
し
た
。

職
場
体
験
学
習
の
受
け
入
れ

　

塩
竈
市
、
多
賀
城
市
、
七
ヶ
浜
町
の
中

学
生
の
職
場
体
験
を
看
護
部
の
ほ
か
各
部

署
で
受
け
入
れ
ま
し
た
。

表④  経営の効率化に係る各種数値目標の達成状況 表③   医療機能に係る各種数値目標の達成状況

  1 救急患者受入件数（件/年）
  2 手術件数(件/年）
  3 うち全身麻酔件数（件/年）
  4 内視鏡検査件数（件/年）
  5 内視鏡治療件数（件/年）
  6 ＣＴ検査件数（件/年）
  7 ＭＲＩ検査件数（件/年）
  
8
 3階在宅復帰率（％）

     5階在宅復帰率（％）
  9 訪問診療件数（件/年）
10 訪問看護件数（件/年）
11 訪問リハビリ件数（件/年）

救急患者の受入

急性期病棟
の維持

在宅復帰支援

在宅医療の
充実

急性期医療

回復期医療

在宅医療

784
385
156
2,691
170
3,165
1,370
91.6
－

1,689
2,294
3,282

1,000
240
150
2,800
240
3,240
1,500
80.0
80.0
1,600
2,600
3,000

722
343
149
2,810
225
3,168
1,314
88.6 
81.0 
1,565
2,135
2,825

△ 278
103
△ 1
10

△ 15
△ 72
△ 186
8.6
1.0

△ 35
△ 465
△ 175

72.2
142.9
99.3
100.4
93.8
97.8
87.6
110.8
101.3
97.8
82.1
94.2

医療機能 果たすべき役割 項　　目 Ｈ30 目標 R１ 目標差 達成率
（%）

 1 病床利用率（％）
 2 1日当たりの入院患者数
　             　　   （人/日）
 3 入院患者1人1日当たりの
    入院診療単価（円）
 4 1日当たりの外来患者数
    　　　　　　　（人/日）
 5 外来患者1人1日当たりの
    外来診療単価（円）
 6 紹介患者数（人/年）

 7 人間ドック件数（件/年）

 8 脳ドック件数（件/年）

 9 健康診断件数（件/年）

81.1

130.5

30,144

240

10,694

1,390

2,815

221

3,953

93.9 

151.3 

29,105

276.3 

10,800

1,500

2,400

150

4,300

75.9 

122.2 

33,591

243.9 

10,694

1,435

2,883

253

3,913

△18.0

△29.1

4,486

△32.4

△106

△65

483

103

△387

80.8

80.8

115.4

88.3

99.0

95.7

120.1

168.7

91.0

項　　目 Ｈ30 目標 R1 目標差 達成率
（%）

収
益
確
保

表①表②

　

平
成
28
年
度
に
策
定
し
た「
塩
竈
市
立
病

院
新
改
革
プ
ラ
ン
」に
基
づ
き
、
医
療
機
能

に
係
る
目
標（
表
③
）と
経
営
の
効
率
化（
表
④
）の

達
成
を
目
指
し
、
さ
ま
ざ
ま
な
収
入
確
保
と

費
用
削
減
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
令
和
元
年
度
は
、
宮
城
県
地
域
医

療
構
想
に
即
し
た「
病
床
機
能
の
転
換
」に
取

り
組
み
、
経
営
の
安
定
化
と
、
地
域
に
お
け

る
当
院
の
役
割
を
明
確
に
し
ま
し
た
。
そ
の

結
果
、
新
改
革
プ
ラ
ン
の
目
標
で
あ
る
、
経

常
収
支
黒
字
化
を
前
年
度
に
引
き
続
き
達
成

し
、
新
た
な
不
良
債
務
は
発
生
し
て
い
ま
せ

ん
。

病
床
機
能
の
転
換
内
容

　

宮
城
県
地
域
医
療
構
想
を
踏
ま
え
た
以
下

の
取
り
組
み
を
実
施
し
ま
し
た
。

•
急
性
期
病
棟
２
病
棟
を
１
病
棟
に
集
約

•
地
域
包
括
ケ
ア
病
棟
を
１
病
棟（
42
床
）か

ら
２
病
棟（
90
床
）に
拡
大

•
療
養
病
棟
の
廃
止

主
な
収
入
確
保
の
取
り
組
み

•
総
合
診
療
室
で
の
診
療
を
２
診
体
制
と
し

新
患
受
け
入
れ
態
勢
を
強
化

•
レ
ス
パ
イ
ト
入
院
の
受
け
入
れ
を
開
始
。

あ
わ
せ
て
対
象
者
の
無
料
送
迎
サ
ー
ビ
ス

を
開
始
。

•
脳
ド
ッ
ク
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
予
約
の
開
始

主
な
費
用
削
減
の
取
り
組
み

•
後
発
薬
品
の
積
極
導
入（
導
入
率
91・１
％
）

•
薬
品
使
用
期
限
周
知
徹
底
に
よ
る
廃
棄
防

止
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